
- 1 -

別紙１

○「一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（国自安第１３８号・国自旅第２１８・国自整第５５号）の一
部改正に係る新旧対照表

（傍線の部分は改正部分）

改 正 後 現 行

国自安第138号 国自安第138号

国自旅第218号 国自旅第218号

国自整第 5 5号 国自整第 5 5号

平成25年9月17日 平成25年9月17日

一部改正 平成26年１月24日

各地方運輸局長 殿 各地方運輸局長 殿

沖縄総合事務局長 殿 沖縄総合事務局長 殿

自動車局長 自動車局長

一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について 一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について

一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の法 一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の法

令違反について、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）第４０条の規定に基 令違反について、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）第４０条の規定に基

づく許可の取消し等の行政処分等を行う際の基準を次のように定めたので、今後、管下の事業者に行政 づく許可の取消し等の行政処分等を行う際の基準を次のように定めたので、今後、管下の事業者に行政

処分等を行う場合、この基準に従って行うこととされたい。 処分等を行う場合、この基準に従って行うこととされたい。

なお、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１年９月２９日 なお、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１年９月２９日

付け国自安第５８号、国自旅第１２６号、国自整第５２号）及び「一般貸切旅客自動車運送事業者に対 付け国自安第５８号、国自旅第１２６号、国自整第５２号）及び「一般貸切旅客自動車運送事業者に対

する行政処分等の基準について」（平成２１年９月２９日付け国自安第５９号、国自旅第１２７号、国 する行政処分等の基準について」（平成２１年９月２９日付け国自安第５９号、国自旅第１２７号、国

自整第５３号）並びに「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準につ 自整第５３号）並びに「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準につ

いて」（平成２１年９月２９日付け国自安第６１号、国自旅第１２９号、国自整第５５号）及び「一般 いて」（平成２１年９月２９日付け国自安第６１号、国自旅第１２９号、国自整第５５号）及び「一般

貸切旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準について」（平成２１年９月２９ 貸切旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準について」（平成２１年９月２９

日付け国自安第６２号、国自旅第１３０号、国自整第５６号）は、平成２５年９月３０日限り、廃止す 日付け国自安第６２号、国自旅第１３０号、国自整第５６号）は、平成２５年９月３０日限り、廃止す

る。 る。

１．～５．（略） １．～５．（略）

（別表第２） （別表第２）

一般貸切旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準 一般貸切旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準

違反行為 基準日車等 違反行為 基準日車等

適用条項 事項 初違反 再違反 適用条項 事項 初違反 再違反

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

運送法第30条 事業の健全な発達を阻害する競争 運送法第30条 事業の健全な発達を阻害する競争

第2項 １（略） （略） （略） 第2項 １ （略） （略） （略）
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２ 従前の高速ツアーバス又は従前 ４０日車 ８０日車

の会員制高速バスの運行形態に該

当する運行（注１）

３ 健康保険法、厚生年金保険法、 ２ 健康保険法、厚生年金保険法、

労働者災害補償保険法及び雇用保 労働者災害補償保険法及び雇用保

険法に基づく社会保険等加入義務 険法に基づく社会保険等加入義務

者が社会保険等に未加入（注２） （略） （略） 者が社会保険等に未加入（注１） （略） （略）

①・②（略） ②・②（略）

４ 最低賃金法に基づき国が定めた ３ 最低賃金法に基づき国が定めた

賃金の最低限度額より低い賃金の 賃金の最低限度額より低い賃金の

支払い（注３） （略） （略） 支払い（注２） （略） （略）

①・②（略） （略） （略） ①・②（略） （略） （略）

５ 運賃料金の適正収受違反等その ４ 運賃料金の適正収受違反等その

（略） 他 （略） 他

（注１）「従前の高速ツアーバス」及び「従前の会員制高速バス」については、

「従前の「高速ツアーバス」及び「会員制高速バス」の定義等について」（平

成24年10月31日付け国自安第96号・国自旅第318号・観観産第305号）におけ

る「従前の高速ツアーバス」及び「従前の会員制高速バス」の定義によるも

のとする。

（注２）（略） （注１）（略）

（注３）（略） （注２）（略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

附 則（平成26年１月24日 国自安245号、国自旅第399号、国自整第291号）

１ この通達は、平成26年1月27日から施行する。

２ 改正後の道路運送法第30条第2項違反の事項2に係る通達の規定は、平成26年１月27日以降の違反

行為から適用する。


